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産業別高齢者雇用推進事業 

高齢化の進行と高齢者雇用に向けた社会的な要請 

わが国の人口はすでに減り始めており、今後、少子高齢

化の影響がより顕著になります。 

 こうした状況下、厚生年金の支給開始年齢が段階的に引

き上げられており、2013年度には厚生年金の定額部分の

支給開始年齢が 65歳に、報酬比例部分も 61歳になりま

す。 

 年金と雇用の接続を図り、定年到達者の無収入・無年金

問題をおこさせないために、希望者全員の 65歳までの雇

用確保措置を義務付ける改正高年齢者雇用安定法が

2013年度から施行されます。 

金属プレス加工業界を取り巻く経営環境の変化と対応 

 ユーザー企業の海外進出を背景に、金属プレス加工メー

カーの海外進出の動きが加速しています。この先、景気回

復の勢いが十分に強まらない中で、大幅な円高が進むこと

などにより、今まで以上にユーザー企業の海外調達、また、

海外生産シフトが加速するような状況が生じる可能性が強

くなります。これに伴い、金属プレス加工メーカーの海外進

出のさらなる加速と国内生産の急速かつ大幅な縮小が想

定され、国内生産拠点の大幅な縮小を考えざるを得ないと

する声が大きくなっています。こうした状況下、 

①積極的に海外へ進出する 

②海外拠点の強化・拡充は必要ではあるものの、その中で

国内を開発ビジネス、海外を量産ビジネスとすみ分ける 

③減少傾向が続く国内市場ではあるものの、その中で技術

開発を積極的に進めシェアを向上させたり、自社の強み

を活かして関連・新規分野への進出を図ったりする 

といった方針に基づき生き残りを図る金属プレス加工メーカ

ーが存在しています。 

 

金属プレス加工業における高齢者の活用に向けた対策 

 こうした経営戦略を実行に移すためには、その担い手で

ある人材の活用・育成が重要です。そのなかでも高齢者に

ついては、経営環境の変化に応じて求められる役割が変化

しており、高齢者一人ひとりの能力に応じた役割の付与が

今まで以上に重要となります。 

 

(1)経営環境の変化に応じて多様化する高齢者の就労形態 

①求められる海外拠点における高齢者の就労 

 現状でも海外拠点の立ち上げや運営に関わるマネジメン

トに従事する者、また、海外拠点の立ち上げの際の工場・
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当手引きでは、当時の社会的情勢を反映し、海外生産シフトが加速していく状況

の金属プレス業界が高齢者活用を考えたとき、どういった手段をとることができる

のか。といった視点で検討されており、併せて、自社の強みを活かして縮小傾向に

ある国内市場を開拓する方面でも参考にしていただけます。 



金属プレス加工業高齢者雇用ガイドライン 

   

 

機械のカスタマイズ、現地従業員への「カイゼン」指導やサ

ポート等を行っている高齢者が存在しています。 

 海外進出のさらなる加速が想定されており、今後、こうし

た能力を保有している高齢者については、今まで以上に積

極的に海外拠点で就労することが求められます。 

 

【事例 A社】量産は海外中心、国内は少数精鋭の技術者

集団に 

  

②国内拠点の位置づけの見直しと必要となる高齢者の役

割の再認識 

 国内を開発ビジネス、海外を量産ビジネスとすみ分け、国

内工場をマザー工場と規定し、国内工場では次世代に対

応できる技術力の強化と海外拠点を指導できる人材の育

成に力を入れている金属プレス加工メーカーが存在してい

ます。 

 こうした企業においては、国内拠点を人材育成、また技術

開発の拠点として捉えるといった視点から、引き続き高齢

者に対し技能伝承やカイゼン指導といった教育・研修の役

割に基づき就労してもらうことが考えられます。 

 

【事例 B社】量産ビジネスから開発ビジネスに、重要なのは

国内のマザー工場 

 

③国内市場開拓と高齢者の活用 

 減少傾向が続く国内の仕事量ではあるものの、その中で

技術開発を積極的に進め、自社の強みを活かして関連・新

規分野への進出を図る金属プレス加工メーカーが存在して

います。こうした企業においては、技能伝承やカイゼン指導

といった教育・研修の役割に就いてもらうとともに、引き続き

多能化人材としての高齢者の活用が重要となります。 

 

【事例 C社】試作品事業を大胆に事業展開、下請けからメ

ーカーへ脱皮 

 
 

【事例 D】自社の強みを活かして国内場の開拓を目指す 

 

④縮小していく国内拠点における雇用機会の確保とワーク

シェアリング 

 国内生産拠点の大幅な縮小が雇用確保の大きな課題と

なっています。こうした場合、高齢者についても従来型のい

わゆる「職人」として働いている者については、短日・短時

間勤務の導入や公的給付等も活用した総額人件費の削減

を行いながら、限られた仕事量を分かち合うワークシェアリ

ングにより雇用を確保していくことが考えられます。 

 

(2)年金の支給開始年齢の引き上げと高齢者の賃金・処遇

との関係 

 年金の支給開始年齢の引き上げに応じて、高齢者の賃

金・処遇を見直すことが考えられます。その場合、定年年齢

までの賃金制度と定年以降の賃金制度を切り離し、60歳

以降の賃金・処遇制度を見直すなかで総額人件費を見直

す方法と、65歳までの希望者全員の再雇用や定年延長と

あわせた賃金カーブの見直し、さらに進んで非年功型賃金

制度の導入といった賃金制度の抜本的な改正までも視野

に入れた賃金・処遇制度の再構築を行う方法とがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

Check！ 

 第４章では、金属
プレス加工メーカー

各社の取組事例を

見開きでご紹介して

います。 

当時の円高情勢

から、海外進出へ言

及する内容もありま

すが、高齢者の技術

力を活かした海外で

も通用する「カイゼ

ン」や国内市場の開

拓など、高齢者雇用

の方向性を考える上

で参考になる部分も

多いものと思われま

す。 


